
川口市剣道連盟規約 

 

第１章 総則 

（名称及び公益財団法人埼玉県剣道連盟への加入） 

第１条 この連盟は川口市剣道連盟（以下「本連盟」という。）と称し、公益財団法人埼玉

県剣道連盟（以下「埼玉県剣道連盟」という。）に加盟し、埼玉県剣道連盟加盟団体とす

る。 

（事務所） 

第２条 本連盟の事務所は会長の定めるところに置く。原則として事務所は会長宅とする。 

（目的） 

第３条  本連盟は、川口市における剣道・居合道（以下「剣道」という）を奨励振興して 

その発展を図り、会員ならびに関係者相互の親睦を深めることを目的とする。  

（事業） 

第４条 本連盟は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。  

（１）剣道に関する指導、調査、研究  

（２）埼玉県剣道連盟、関係機関・団体との連絡調整  

（３）剣道級位の審査ならびに授与  

（４）剣道大会の開催  

（５）その他この連盟の目的達成に必要な事項  

 

第２章 会員 

（会員） 

第５条  本連盟の会員は、団体会員及び個人会員とする。団体会員は、代表者が規約及び 

会員名簿を添えて団体入会届けを提出し、理事会の承認を得て連盟に団体加入する。 

加入した団体は、連盟に毎年会員名簿を提出するものとする。 

２ 個人会員は、川口市内に在住もしくは在勤し、川口市内で稽古をしている者（一般個

人会員・川口市剣道連盟所属）、及び上記以外で川口市以外の連盟に所属し、さらに本市

連盟の活動にも参加を希望する者（準会員）として入会を届け出た者とする。 

（小中高生会員） 

第６条 本連盟は、川口市内の学校に在学または本連盟の加盟団体に所属する小中高生（該

当年齢を含む）を、少年・中高生会員とし、本連盟の事業に参加できることとする。 

（会費・入会金）  

第７条 会員は、別に定める会費・入会金を納入しなければならない。会費の納入は会員の

義務であり、引き続き納入しなければ会員としての権利を失う。なお、剣道の称号・段・

級位の申請の年のみの入会は原則として認めない。  

（脱会）  

第８条  会員が連盟を脱会するときは脱会届を提出する。 

（除名）  

第９条 会員でこの連盟の名誉を毀損し、連盟の目的、趣旨に反し、または会員としての体

面を汚す行為をしたときは、理事会の決議により除名する。 

 



（会員の権利）  

第１０条 会員は次の権利を有する。  

（１）所定の手続きを経て本連盟の借用した施設を利用する。 

（２）本連盟主催が主催または主管する試合、研究会、講習会に出席する。 

（３）剣道称号・段・級位の申請。 

 

第３章 会計 

（収入） 

第１１条 本連盟の収入は、次のとおりとし、金額については別に定める。 

（１）入会金 

（２）会費 

（３）級審査料・登録料   

（４）寄付金 

（５）公益財団法人川口市スポーツ協会の強化費・普及費 

（６）その他の収入 

（支出） 

第１２条 本連盟の経費は、前条の収入金をもって充てる。 

（予算） 

第１３条 会長は、毎年度予算を作成し、所定の手続で議決を経なければならない。 

（決算） 

第１４条 会長は、毎年度の決算書を作成のうえ、監事の監査を受け、その意見を付けて所

定の手続きで承認を受けなければならない。 

（監査） 

第１５条 監事は、年１回以上会計帳簿及び経理状況を監査しなければならない。 

（会計年度） 

第１６条 本連盟の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

＊入会金・会費は次のとおりとする。 

団体加盟者および個人会員とも  

入会金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １，０００円  

会 費 （一人あたりの年額） 

  一般団体会員  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８，０００円   

一般個人会員 (川口市連盟所属)・・・・・・・・・・  ８，０００円  

（準会員）・・・・・・・・・・・・・・ ６，０００円 

中学・高校生一人あたり年額 ・・・・・・・・・・・・・・    ５００円  

少年一人あたり ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・    ３００円  

＊但し、当面は小中高校生の会費は免除する。 

＊但し、会員の会費納入義務は、７９歳までとする。 

 

    

 

 



第４章 役員 

（役員） 

第１７条 本連盟は、次の役員を置く。会長１名、副会長若干名、理事長１名、副理事長若

干名、理事数名、事務局長１名、事務局次長若干名、事務局数名、監事２名。 

２ 公益財団法人埼玉県剣道連盟登録役員として、加盟団体長、事務局長を置く。 

３ 加盟団体長は、会長を兼務できるものとする。 

（役員の選出と任務・連盟業務の執行） 

第１８条 第１７条にある役員の選出とその任務については次のとおりとする。 

（１）会 長 理事会の承認を経て選出する。会長は本連盟を代表し会務を総括する。 

（２）副会長 会長が委嘱し理事会の承認を得る。副会長は会長を補佐し、会長に事故ある

ときはその職務を代行する。 

（３）理事長 理事の中から選出する。理事長は、会長及び副会長を補佐し、本連盟の事務

を整理する。 

（４）副理事長 理事の中から選出する。副理事長は理事長を補佐する。 

（５）理事 理事は加盟団体から選出された者（原則として加盟団体の代表）、又は会長か

ら推薦を受けたものを候補とし理事会で選出する。理事は本連盟の業務の執行にあたる。 

（６）事務局長は、理事の中から会長が委嘱し、理事会の承認を得る。事務局長は事務局を

総括し本連盟の業務を補佐する。 

（７）事務局次長は、理事の中から会長が委嘱し、理事会の承認を得る。事務局次長は事務

局長を補佐する。 

（８）事務局は、理事の中から会長が委嘱し、理事会の承認を得る。事務局は本連盟の庶務

（財務管理・予算執行を含む）を司るとともに大会等の本連盟の行事の整備にあたる。 

（９）監事 会長が推薦し理事会の承認を得る。監事は会計及び業務の監査を行う。 

（役員の任期） 

第１９条  役員の任期は２年とし再任を妨げない。補欠のため選出された役員は前任者の残

任期間とする。 

 

第５章 名誉会長、相談役、顧問、指導顧問 

（名誉会長、相談役、顧問）   

第２０条 本連盟は名誉会長、相談役、顧問を置くことができる。人数はそれぞれ若干名と

し、選出については次のとおりとする。 

（１）名誉会長 会長経験者とし、会長が委嘱し理事会の承認を得る。 

（２）相談役 会長が剣道に造詣の深い方、学識経験者、組織運営の経験者等から委嘱し理

事会の承認を得る。 

（３）顧問 原則として理事経験者とし、会長が委嘱し理事会の承認を得る。 

２ 名誉会長、相談役、顧問は会長の諮問に応じて本連盟の運営・管理について意見を述

べることができる。 

（指導顧問） 

第２１条 本連盟は指導顧問を置くことができる。人数は若干名とし会長が剣道の技術、理

論等に熟達し、指導力等も優れていると認めた者を委嘱し理事会の承認を得る。 

 ２ 指導顧問は、本連盟の講習会・稽古会等を通じて会員の剣道の知識、技術の向上を目

的とした指導を行う。 



第６章 会議 

（会議） 

第２２条 会議は定期総会・理事会・執行部会・月例連絡会議・代表者会議とする。 

（定期総会） 

第２３条 定期総会は、会長が招集し議長となる。年１回、年度替わりに原則として５月末

日までに開催し、次の事項について理事会決議の報告をうける。 

（１）規約の改廃に関すること 

（２）事業及び予算・決算の承認に関すること 

（３）役員改選に関すること 

（４）その他本連盟の運営上必要と認められる事項 

（理事会） 

第２４条 理事会は、会長、副会長、理事長、副理事長、事務局長、監事、理事をもって構

成し、必要に応じて会長が招集し開催する。原則として年度末に定期理事会を開催する。

理事会は次の事項について審議し議決する。 

（１）規約の改廃に関すること 

（２）事業及び予算・決算の承認に関すること 

（３）役員改選に関すること 

（４）その他本連盟の運営上必要と認められる事項 

（執行部会） 

第２５条 執行部会は、会長、副会長、理事長、副理事長、事務局長、監事、事務局各部の

正副部長、中体連・高体連代表をもって構成し、必要に応じて会長が招集し開催する。執

行部会は次の事項について審議し議決する。 

（１）総会および理事会に提出する事項 

（２）規約の改廃および規約に基づく諸規定の制定・改廃 

（３）事業計画および予算・決算に関すること 

（４）その他本連盟の運営上必要と認められる事項 

なお会長が必要と認める場合は、名誉会長、相談役、顧問を執行部会に加えることができ

る。 

（月例連絡会議） 

第２６条 月例連絡会議は、毎月の月初めの指定日に開催する。副会長１名、正副理事長、 

事務局長及び関係事務局員、各加盟団体の代表者、また必要に応じて中体連・高体連の代

表者で構成し連盟業務執行に関する連絡調整を行う。 

（代表者会議） 

第２７条 代表者会議は原則として５月、１月の月例連絡会議を兼ねて開催する。構成は第

２６条（月例連絡会議）に準ずるが、会長及び各加盟団体の長（またはこれに準ずる者）

の参加のもとに連盟業務執行に関する連絡調整を行う。 

（会議の成立および議決） 

第２８条 定期総会は当日の出席者をもって成立する。理事会は構成員の３分の１以上（委

任状を含む）の出席をもって成立し、執行部会は構成員の過半数をもって成立する。 

２ 会議の議決は出席者の過半数をもって決する。可否同数のときは議長が決する。 

  

 



第７章 専門委員会 

（専門委員会） 

第２９条 この連盟に次の専門委員会を置き委員長が主宰する。 

（１）居合道部委員会（ 委員は若干名で、１名を長とする。） 

（委員の委嘱）  

第３０条 専門委員会は、若干名で組織し、役員会の推薦により会長が委嘱する。  

（専門委員の任務）  

第３１条  委員の任務は次のとおりとする。 

（１）居合道部委員会 居合道に関すること。 

（専門委員の任期）  

第３２条 委員の任期は２年とする。但し、再任は妨げない。 

 

第８章 その他 

（諸規定） 

第３３条 本規約に基づく表彰・慶弔・役員の報酬・費用弁済等の諸規定は別に定める。諸

規定の制定・改廃は執行部会で検討し決定する。 

 

第９章 規約の変更 

（規約の変更） 

第３４条 本規約は、理事会において３分の２以上の同意を得て、これを変更することがで

きる。  

 

第１０章 附則 

この規約は、昭和４６年５月１１日より実施する。 

附則 （改正）昭和４９年５月２日より実施する。 

附則 （改正）平成２年５月１９日より実施する。 

附則 （改正）平成１０年４月２３日より実施する。 

附則 （改正）平成１２年４月２７日より実施する。 

附則 （改正）平成１６年４月２７日より実施する。 

附則 （改正）平成１８年４月２７日より実施する。 

附則 （改正）平成２０年４月２２日より実施する。 

附則 （改正）平成２６年４月１５日より実施する。 

附則 （改正）平成２８年 ３月２９日より実施する。 

附則 （改正）令和２年６月１日より実施する。 

附則 （改正）令和６年４月１８日より実施する。 

 

付記 川口市剣道連盟設立 昭和２８年４月１日 


